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ＪＲに集う 
すべての仲間の 
ＪＲ連合への 
総結集を！！ 
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２０２２年９月２９日 日本鉄道労働組合連合会 

公共交通の利用促進など３産別の要望を反映 

９月 26 日、観光庁は「全国旅行支援」を 10 月 11 日から 12 月下旬まで実施すると発

表した。 

全国旅行支援は、コロナ禍で激減した観光需要の喚起を目的とした「旅行代金の割引

と地域クーポンを付与する需要喚起策」。2020 年の「ＧｏＴｏトラベル」や、現在実施

中の「県民割（ブロック割）」（全国旅行支援との切れ目がないよう、10 月 10 日まで延

長）に続く支援策であり、“交通付旅行”や“平日利用”に対しインセンティブとして支

援額が上積みされているのが特徴となっている。 

これまで、ＪＲ連合はサービス連合及び航空連合と３産別共同行動を累次にわたり展

開し、深刻なダメージを受けた交通運輸・観光サービス産業の回復に向け、①感染拡大

防止対策と社会・経済活動の両立を前提に、②公共交通の利用促進を図り、③利用の平

準化（平日や閑散期の利用拡大促進）を推進する、需要喚起策の実施を要望してきた。

今回発表された内容は３産別の要望が概ね反映されており、この間の取り組みが結実し

たものと考える。 

その一方で、産業が回復するま

でには中長期的な支援の継続が不

可欠であることや、需要回復後に

想定されるオーバーツーリズム

（※）の解消、深刻な人材不足に

起因するサービスの供給力不足な

ど、新たな課題も懸念される。引

き続き、連合、交運労協や３産別

共同行動等を通じ、課題解決に向

け関係各方面に働きかけていく。 

（※）オーバーツーリズム：観光地のキャパシティを超える観光客が押し寄せることによって生じ

る、交通の麻痺やトイレの不足をはじめとする様々な弊害。コロナ禍以前の京都などにおいて

問題となっていた。 

表：需要喚起策の比較（政府等公表資料をもとに作成） 


